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要旨 仕事と子育てを両立させようとする有子女性は，育児を担うことなく「制限なく働く労働

者」として働くか，育児を担いながら「子育てする労働者」として働くか，という「働き方の葛

藤」に直面する．この葛藤は，従来言われるような「仕事」か「子育て」かの二者択一に単純化で

きるものではない．しかし，仕事と子育ての両立にかんする政府の公式見解や政府が展開する政策

をみるかぎり，働き方の葛藤が十分に認識されている様子は見えない．そこで本稿は，このような

政策や見解が打ち出される前の段階の，政策が形成される過程に注目する．内閣府男女共同参画局

に設置された「仕事と子育ての両立支援策に関する専門調査会」の議事録を分析し，仕事と子育て

の両立支援政策が想定する母親のあり方が，働き方の葛藤を考慮しうるものであったかどうかを考

察する．

1 は じ め に

1. 1 働き方の葛藤

働く母親は増えている．しかし，言うまでもな

く，仕事と子育てを両立するタスクを負う母親が，

そのタスクを負わない者と伍して働くことは難し

い．したがって，家事や育児との両立に配慮した

政策が行われても，実際には，出産前後で就業を

継続する女性が増える傾向はみられない1)．平成

24年の調査では，実のところ，3歳未満の子を持

つ妻の 60%は無職である (夫が被雇用者の場合)．

子どもが大きくなるにつれて妻たちの無職率は減

るが，増えているのはパートタイマーの数である

(図 1)．

これら母親たちのキャリアの選択肢は全て，そ

れぞれに固有のリスクを伴っている．

パートタイマーは，その仕事が業務的にも家計

的にも「補助的労働」とみなされてきたため，賃

金は低く，正社員に比べ解雇されやすい3)．

パートタイマーと並んで多い無職者，つまり専

業主婦は，自身に帰属する所得を失い，配偶者の

扶養下で経済的に依存することになる．そのため，

配偶者と離・死別した際や，配偶者が失業した際

に，経済的に無力となるリスクが高い4)．

パートタイマーないし無職者が有子女性の大部

分を占めるなか，20% 前後の女性は，正社員と

しての就労を続けている．しかし，彼女たちの立

場にも課題はある．よく知られているとおり，正

社員の母親たちの多くが，残業もなく責任も軽い

キャリアコース，すなわち「マミー・トラック」

に追い込まれて出世できなくなる5)．

そもそも，これまでのところ，日本社会では，

子どもを育てることは，標準的な正社員の活動と

して想定されていなかったといえる．日本の雇用

システムにおける標準的な正社員は，転勤や残業，

柔軟な配置転換に応じるものとされてきた．

正社員は，企業活動の必要に応じ「制限なく働

く労働者」として働くかわりに，雇用の継続と年

功賃金の保障を受けてきた6)．その一方，残業や

転勤を通じた仕事上の成長機会を求めることで，

子どもをケアする余地を失ってしまう．
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その点，両立しながら働く「子育てする労働

者」は，子どものケアを行いやすい立場にある．

しかし，このような働き方をすると，「制限なく

働く労働者」が得る利益を放棄せざるをえない．

非正規労働者の場合は身分が不安定になる．また，

正規・非正規ともにマミー・トラックに陥り，や

りがいを失ったり，仕事上の成長のチャンスから

排除されたりする．

仕事と子育てという二つのタスクを前にして，

母親たちは「子育てする労働者」となるのか「制

限なく働く労働者」として働くのかを選択するこ

とになる．だが，どちらかの働き方を選ぶことは，

もう一方の働き方を否定することになってしまう．

この点で母親たちは「仕事 (労働者であること)

と子育て (母親であること)」のあいだのそれと

は異なる葛藤を抱える．本稿ではこの葛藤を「働

き方の葛藤」と呼ぶ．

こうした働き方の葛藤がおこる様子は，先行研

究等でもしばしば描かれてきた．まず，職場で満

足に活躍できず苦しむ母親については，先に述べ

た「マミー・トラック」についての上野千鶴子7)

らの議論が知られているところである．武石恵美

子は，短時間勤務制度を利用することで，仕事に

対するモチベーションの維持が難しくなると指摘

している8)．外にも，中野円佳が『「育休世代」

のジレンマ』9)として，総合職として活躍し続け

ようとする母親が直面する困難について分析して

いる．また，ケアが欠けることの問題性を指摘し

たものとして，米国の例ではあるが，ホックシー

ルドの研究がある10)．ホックシールドは，手厚い

子育て支援を従業員に用意する企業で働く人々を

参与観察し，母親たちが，手厚い両立支援を敢え

て利用せず，仕事のやりがいを重視し，子どもへ

のケアを省く傾向にあると指摘した．

働き方の葛藤を引き起こすのは，多様化した働

き方相互の間に発生する，キャリアに関する格差

とケアに関する格差である．キャリアの格差とは，

職務上の地位や身につく能力，雇用保障や賃金の

格差を意味する．この点では，「制限なく働く労

働者」が「子育てする労働者」の優位に立つ．ケ

アの格差は，自ら子どものケアを行いうる余地に

ついての格差である．この点では，「子育てする

労働者」の方が恵まれることになる．

1. 2 看過されがちな葛藤

ところで，有子女性の就労政策の推進にあたっ

ては，このような働き方の葛藤は十分に認識され

ていないようである．例えば，厚生労働省は，

『平成 27年版厚生労働白書』において，子育てす

る夫婦のうち妻の方が，「仕事や家事が十分にで

きない」と答える割合が高い (女性 30.9% に対

し，男性 13.6%) という内閣府の調査結果11)を引

き，次のような解釈を示している．「家事や育児

の負担を主として母親が担う傾向にあることもあ

り，具体的な子育てについて，母親が悩みを抱え

ている現状｣12) にある，と．この解釈は，母親た
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ちの悩みを子育てに関するものに限定している．

それゆえ，理想とする働き方を果たせない母親の

悩みは見逃されてしまう．

また，出生率低下の背景に関し，同白書は「結

婚や出産を希望しつつも，仕
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事
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に直面せざるを得なかった女性の切実な要請

に，社会全体が十分に応えてこられなかった」と

述べている13)．しかし，このような「仕事と子育

て」の二分法では，働き方の葛藤は捉え難い．

厚生労働省が実施する仕事と子育ての両立支援

に関する具体的政策も，働き方の葛藤の解消には

及んでいない．例えば，厚生労働省は，育児休業

や短時間勤務の普及に協力する企業への支援を

行っている14)．しかし，育児休業や短時間勤務を

選ぶことで結
﹅

果
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的
﹅

に
﹅

生じたキャリア上の不利益は

問題視されていない．それゆえ，このような政策

は，育児休業や短時間勤務の普及には有効である

が，働き方の葛藤を解消するものとはいえないだ

ろう．

同様に，わが国の女性政策を統括する男女共同

参画局も，働き方の葛藤を解消する有効な提案は

示していない．『平成 28年版男女共同参画白書』

は，男性の長時間労働を前提とした働き方が，仕

事と家庭の両立を困難にしていると指摘する．そ

して，「男女が共に，『仕事』か『家庭生活』のい

ずれか一方を優先せざるを得ない状況を見直し，

多様なライフコースを選択できるようにする」べ

きだ，と論じる15)．ここにいう多様なライフコー

スの実現のための政策の例として，同局は，長時

間労働の解消やテレワーク等を提案している16)．

しかし，多様なライフコースそのものが雇用上の

処遇を悪化させかねないことや，そのために働き

方の葛藤が起こることまでは問題視されていない．

以上のように，政府は，有子女性が働く上で困

難を抱えていることは認識しているものの，展

開する政策に，多様化した働き方間の格差が引き

起こす働き方の葛藤への注目を見出すことは難し

い．

2 分析の対象と枠組み

2. 1 分析対象 仕事と子育ての両立支援策に

関する専門調査会

既述のとおり，現状の政府の見解や政策をみる

限り，政府が働き方の葛藤を正面から政策課題と

して把握しているとは言いがたい．そこで本稿で

は，政策が提示される前の過程に注目し，働き方

の葛藤が課題化される余地があったか否かを考察

し，働き方の葛藤に配慮した政策を構想する手が

かりを得たい．

ここで，有子女性の就労に関する政策の形成過

程についての先行研究を概観しておく．例えば堀

江孝司は，主に 80年代に制定・施行された女性

に関する政策の成立過程で，政府・労働組合・企

業というアクターが与えた影響を詳細に検討し

た17)．また濱口桂一郎は，労働組合に組織化され

た女性労働者が，育児休業制度の普及に与えた影

響力について述べている18)．

しかし，本稿が焦点をあてる政策における「働

き方の葛藤」への配慮の有無は，このようなアク

ターに注目したアプローチでは捉えることができ

ないと考えられる．なぜなら，働き方の葛藤を抱

える母親たちは，正社員，パート，専業主婦など

の多様な立場に分断されており，団結して政策形

成に関わるようなアクターを形成しないからであ

る．

このように政策の対象者が政策形成過程に参加

しない場合，政策形成過程において政策対象者が

どう扱われていたかを知るには，どのようなアプ

ローチが有効であろうか．その答えは，家族に関

する政策や，家庭内でケアを行う女性に関する政

策において，対象者がどのように想定されている

かを分析した，いくつかの研究に見出すことがで

きる．以下にあげる先行研究は，政策が形成され

る過程を，家族や女性といった政策対象者のアク

ターとしての動向ではなく，議員等の他の政策ア

クターが対象者に関して語った言説に注目するこ

とで，明らかにしている．

例えば辻由希は，国会での議論などを分析しな

がら，政策が想定する家族には，性別分業に則っ
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た家族からそうでない家族まで，4つのタイプが

あることを明らかにした19)．これに対し横山文野

は，同じく政策過程での言説にも注目しながら，

政策が性別分業的な家族モデルを志向しつつ展開

されてきたことを述べた20)．また，原伸子は，政

策過程で参照された議論に注目し，それらの議論

が，家族内で女性に対しケア役割を負わせる社会

構造的強制を看過している，と指摘した21)．

本稿でも，政策形成過程での政策対象者に関す

る言説に注目しながら，働き方の葛藤がどのよう

に扱われえたのかを考察する．ただし，辻や横山

らの先行研究とは異なり，本稿では分析対象を一

つの場に限定する．その理由は，議事過程を観察

することで，没課題化の過程や，委員同士の考え

が影響しあい政策アイデアが変容する過程が見え

ることを期待するからである．

本稿が言説分析の対象に選んだのは，2001年

に内閣府男女共同参画局の誕生と同時に設置され

た「仕事と子育ての両立支援策に関する専門調査

会」(以下、両立専門調査会) である．

政策形成に関わる多くの場の中で，特に両立専

門調査会に注目するのは，同調査会が，女性政策

の重要な転換期に，実際の政策に反映されるほど

に影響力のある政策議論を行ったからである．

この点について詳しく述べておく．そもそも両

立専門調査会を設置した男女共同参画局は，日本

初の本格的な女性政策の「ナショナル・マシーナ

リー」と位置づけられる点で，女性政策史上重要

な機関である．ナショナル・マシーナリーとは，

女性に対する政策を省庁横断的に推進する政府機

関のことをいい，1975 年，第 1 回国連・世界女

性会議を契機に各国に設置された22)．また，同局

の設置は，女性政策のパラダイムを「保護」的な

ものから現行の「共同参画」へシフト23)させた点

でも，重要である．

この男女共同参画局が，最初の最重要事項とし

て設置した政策議論の場が，両立専門調査会で

あった．実際，両立専門調査会の活動に対する政

府の関心は高かった．そのことを示すのが，まず，

大臣はじめ政務三役らの会議への積極的参加であ

る．例えば，森喜朗内閣総理大臣が，忙しいスケ

ジュールのなか必ず出席していたことが指摘でき

る24)．更に，森総理だけでなく，その他政務三役

等も，多忙な予定の間を縫って顔を出していた25)．

両立専門調査会の議論が政策に与えた影響も大き

く，提言「仕事と子育ての両立支援策について」

が，小泉内閣の 2001年 7月の閣議決定「仕事と

子育ての両立支援策の方針について」に採用され

たことや，提言中の「待機児童ゼロ作戦」が政権

の目玉政策となったこと等が指摘できる．

他に，同調査会が，葛藤する母親たちに注目し

やすいテーマとメンバーに恵まれていた点も，注

目する理由である．

平成 29年 3月時点までに男女共同参画局が召

集した専門調査会のうち，仕事と子育ての両立の

ための政策をメインテーマに掲げて検討したのは，

両立専門調査会のみである26)．そして，会議のメ

ンバーは子育て経験を重視して選ばれていた (表

1)．11名の委員のうち 7名が女性であり，子育

て経験者も多い．また，男性メンバーである田尻

研治委員も，育児休業が一部の女性公務員にしか

認められていなかった時代に，「育児時間ストラ

イキ」を実行し，制度の整備を会社に要求したよ

うな人物である27)．更に，事務方の長である坂東

眞理子局長も，両立経験者であった．

なお，女性政策史上重要な機関であるにもかか

わらず，本稿が行うような男女共同参画局内での

政策過程に注目した研究は，坂東眞理子男女共同
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表 1 仕事と子育ての両立支援策に関する専門調査会

委員名簿

男女共同参画会議議員

猪口 邦子 上智大学教授

岩男壽美子 武蔵工業大学教授、

慶應義塾大学名誉教授

専門委員

河野真理子 (株)キャリアネットワーク 代表取締役社長

櫻井るゑ子 (財)日本私学教育研究所 専任研究員

佐々木かをり (株)イー・ウーマン 代表取締役社長

会長代理

島田 晴雄 慶應義塾大学教授

島田 祐子 声楽家

田尻 研治 エクソンモービルマーケティング(有)社員

会長

樋口 恵子 東京家政大学教授

福武總一郎 (株)ベネッセコーポレーション 代表取締役社長

八代 尚宏 (社)日本経済研究センター 理事長

男女共同参画局ウェブサイト28)より筆者作成



参画局長 (初代) による著作29)の他は、管見の限

り見あたらない．

こういった先行研究の乏しさは，同局の歴史の

浅さを考えれば，やむをえないかもしれない．し

かし，男女共同参画局が，労働力不足や人口減と

いった重要な政策課題に，他の省庁とともに取り

組むべきことを踏まえれば，その政策過程に注目

する研究は，今後一層必要となるだろう．

2. 2 分析枠組み ケアに関する 4つの政策

両立専門調査会のミッションは，「短期決戦で

緊急にこれをという形で，処方箋と言えるような

具体的な対応策を」提示することにあった30)．そ

のため，会議では，仕事と子育てを両立するため

の様々な政策が提案された．

本稿では，議論された政策ごとに，どのように

ニーズが把握され，どのような母親が想定された

のかを整理する．そして，この整理に基づき，政

策対象者としての母親が想定される際に，働き方

の葛藤が考慮されたか否かについて考察する．

議論された主な具体的政策には，企業の理解や

保育事業者，地域の支えを想定した，母親たちが

負うケアのタスクに関するものと，所得控除や配

偶者控除といった税制に関するものがあった．前

者のケアに関する支援政策は，支援の内容と対象

者の範囲によって 4つのタイプに分けられる．

以下，ケアに関する政策の 4つのタイプについ

て説明する．両立専門調査会で議論されたケアに

関する政策を分類する観点は，2つある．第一に，

育児の担い手を誰にするかという観点があり，第

二に，政策が対象とする母親の範囲を限定するか

どうかという観点がある．

第一の観点からは，育児を第三者に担わせるの

か，家族 (特に母親) による育児を支援するかに

よって，政策を区別することができる．前者の代

表例には保育園等でのケア提供がある．後者の代

表例としては，育児休業制度や，自宅での育児に

支給される手当が想定されよう31)．本稿では，第

三者による育児政策を「代理ケア提供」，主に母

親による育児を支援する政策を「本人ケア支援」

と呼ぶ．

第二の観点からは，フルタイムの正社員のよう

な，責任が重く，拘束時間の長い働き方の者を専

ら対象としているのか，そうでない者も含めて非

限定的に対象とするかで，政策を分類する．

このように，仕事と子育ての両立を支援する政

策は，機能により「代理ケア提供」「本人ケア支

援」の 2種類に分類され，更に，想定される対象

者の範囲の違いによって限定的か非限定的かに分

けることができる (図 2)．

以下，代理ケア提供政策，本人ケア支援政策，

その他税制に関する政策ごとに，両立専門調査会

で行われた議論を分析する．

ここで，議事録を引用する際の規則を示す．

・議事録上の発言は，鍵括弧内に表記する．

・各発言引用部の末尾には，発言者，発言がな

された会議，発言ナンバーを付記する．発言

ナンバーは，筆者が独自に付与したものであ

る．各回会議の冒頭発言を番号 1とする．議

事の進行に伴い発言者が変わるごとに，各発

言に新たな番号を付与する．

・引用部の丸括弧内の記述および下線は，筆者

による．

・利用した議事録は，男女共同参画局のウェブ

サイト32)に公開されたものである．

3 分 析

3. 1 代理ケア提供

まずは，代理ケア提供政策の議論が，どのよう

に行われたかをみる．

代理ケア提供の内容についての議論は，保育園，

学童保育，病児保育を主な担い手とし行われた．

特に，保育園や学童保育での代理ケア提供は，残

業もあり，容易に休暇が取れない，仕事が忙しい

正社員のニーズに応えることが求められた．

まず，保育園と学童保育での代理ケア提供に関

する議論をみてみよう．
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保育園

保育園での代理ケア提供の内容については，利

便性と質にかかわる観点から議論が行われた．

利便性に関する議論は，次の 3点に集中した．

①夜間・延長保育の強化，②入園時期の柔軟化，

③アクセスの向上である．

まず，①夜間・延長保育の強化を訴える議論

をみる．ここで対象者に想定されているのは，労

働時間が長く，残業があったり，子どもの都合や

病気に合わせて休むことが難しかったりする，忙

しい母親であった．このような立場の母親の就労

形態としては，当然に正社員が想定される．

｢それから，公立保育所の営業終了後，民間

が引き継いで更に子どもを預かるような工夫

ができないか．」[島田 (晴) 委員，第 2回会

議，発言 No. 18]

｢私たちの仕事は 9時 5時の物差しではなか

なか計れないものが多いんです．(中略) 子

どもを泊まらせる施設がないと成り立たない

職業です．(中略) 安心して預けられる施設

というのをたくさんつくっていただきたい．」

[島田 (祐) 委員，第 3回会議発言 No. 98]

②入園時期の柔軟化は，入園時期が 4月に限

定されるために，職場復帰のタイミングを逃す母

親にとって必要な政策である．これは，委員本人

の女性親族の経験を踏まえた発言である．休業後

に復帰する職場が決まっている点で，育児休業を

取得しやすい正社員の立場を踏まえた政策ニーズ

といえる．

｢例えば公立の保育園あるいは認可保育園の

4月入園というのがありますけれども，子ど

もは 4月入園するために生まれてくるわけで

はないので，5月に生まれた人はどうなるの

かというととても難しかったり，あるいは施

設があちこち空いているのに目的外使用だか

ら使ってはいけないとか，政府が一生懸命

やっている割にはいろいろな問題があるんで

すね．」[島田 (晴) 委員，第 1回会議，発言

No. 15]

③アクセス向上のニーズは，通勤しながら子

どもを送り迎えする，忙しい親の事情を反映して

いる．これは，委員の経験を踏まえた発言とはい

えないが，例えば次のような発言がみられる．

｢サテライト保育所というのもあっていいん

じゃないか．駅を分室として，駅に親御さん

が来て子どもを預けてシャトルで往復可能な

地域に本保育所があって，そういうネット

ワークをつくるというのも使いやすいのでは

ないか．」[島田 (晴) 委員，第 2回会議，発

言 No. 18]

こういった，代理ケアの利便性向上を求める発

言とは別に，ケアの質の確保を求める発言もみら

れた．次にみるように，広い庭，食事を作るのに

十分な台所，保育士の充実の必要性が論じられて

いる．

｢子どもが育っていくときに，1歳になると

探索活動を始めますよね．それが知的な発達

になりますでしょう．もうちょっといくと，

やはり必ず庭が欲しいんですね．運動しなけ

ればならない．」[島田 (晴) 委員，第 3回会

議，発言 No. 110]

｢やはり先生が多くて台所が大きくてという

のが子どもにとっての必要条件だと思うんで

すが，(後略)」[佐々木委員，第 6 回会議，

発言 No. 29]

｢確かにゼロ歳児，1歳児というのは非常に

重要な時期なんですね．それで，その時期に

具体的に都がやっているように子ども 2人に

1人ぐらいをつけるように，そういうところ

にお金を使うという発想はきちんとやってい

ただきたい．」[田尻委員，第 5回会議，発言

No. 40]

食事や運動といった世話を含めた，0〜1歳の

乳児の世話を安心して託せる第三者を必要とする

のは，職場からの拘束が強い，正社員型の働き方

をする母親である．こういったニーズが委員の経

験を踏まえたものであることは，佐々木委員の次
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の発言から分かる．

｢私自身子どもを産む前は駅型とか夜中型と

か 24時間と言われるキーワードが，へえな

かなか変わってきていいじゃないなどと思い

ましたけれども，産んでみるとやはり先ほど

から言うように 6歳までの人生の初めの基本

をつくるときに駅の一室でいいのかと．窓も

ないところで，園庭もないところで人間がど

うなってしまうのだろう．」[佐々木委員，第

3回会議，発言 No. 107]

｢自分の子どもと他人の子どもは随分違いま

して，一般論で語るときにはそういうところ

(駅前保育) もすごくいいと思ったんですが，

自分の子どもはやはり光の当たる園庭の大き

いところで育たないと，どうしても子どもの

発育上問題が出てくると考えております．」

[佐々木委員，第 6回会議，発言 No. 29]

以上みたように，保育園での代理ケア提供の内

容は，主に委員の両立経験を踏まえつつ，仕事が

忙しい正社員的な働き方をする母親の利用を想定

して議論された．この点では，保育園の代理ケア

は限定的なものに想定されている．

学童保育

学童保育は，働く母親にとって，保育園ととも

に重要な代理ケア提供の担い手である．学童保育

での代理ケア提供については，利便性の観点から，

①対応時間の延長と，②受入れ対象学年の拡大

が議論された．

まず，①対応時間の延長を訴える発言につい

てだが，これらは，保育園では可能であった長時

間保育が学童保育では提供されないことで勤務に

支障が出る，母親たちの不満や困難を反映してい

る．こういった不満や困難を抱えるのは，5時以

降も仕事から戻れない働き方をしている母親であ

る．当然，このような働き方が想定されるのは，

夕方には仕事を切り上げやすかったり，時間単位

で働いたりするパートタイマーではなく，正社員

である．この訴えは，委員自身の経験を踏まえて

なされた．

｢(保育園の保護者仲間の声として) 学童は 5

時で終わってしまう．今まで保育園は長かっ

たのにどうしてくれるんだ (という訴えが

あった)」[佐々木委員，第 1 回会議，発言

No. 13]

｢上の子が小学校に行くに当たり，小学校の

保育が 5時までで終了しているということに

多くの親が強い不満があることを知りました．

これが 7時までというのは難しいことではな

いような気がしてなりません．これがすぐに

この 4月からでも夏からでも実施できればい

いと思います．」[佐々木委員，第 2回会議，

発言 No. 85]

次に，②受入れ対象学年の拡大の必要性につ

いてだが，同じく自身の経験を踏まえた佐々木委

員の発言を挙げておく．当時は学童保育が低学年

しか対応しておらず，学童保育に通っていた子ど

もたちは，中学年になると，行き場をなくしてい

た．

｢私の周りでも 3年生，4年生になったら学

童クラブから追い出されたということがよく

耳に聞こえてきて，逆に塾に通わせて毎日お

弁当を持たせると 10時まで預ってくれて勉

強も教えてくれて月 2万円で安いと，変なと

ころに預けるよりも，塾を学童のつもりで預

けているという声を最近聞いて，そうかと思

いました．」[佐々木委員，第 5回会議，発言

No. 38]

受け入れ対象学年の拡大の議論も，5時以降も

子どもを預ける必要のある，忙しい母親を想定し

ている．このような働き方は，パートタイマーよ

りも正社員寄りの働き方である．

以上より，保育園と同様，学童保育での代理ケ

ア提供も，主に委員の両立経験を踏まえつつ，仕

事が忙しい正社員的な働き方をする母親の利用を

想定して議論された．この点では，学童保育での

代理ケアの対象者も，限定的に想定されている．
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病児保育

子ども，特に乳幼児は，風邪等の病気に頻繁に

かかる．その対応に追われ続ける親は，継続的に

職場に出られない．そのため，病児保育の充実は，

働く親にとって死活問題である．

議事録からは，病児保育の利用者として想定さ

れているのが，正社員だけなのか，あるいはパー

トタイマー等も含むのかを，判別することはでき

ない．しかし，代理ケア提供政策の一例として，

どのようなことが語られたのかを挙げておく．

｢子どもが突然病気になる．(中略) 重病なら

ば親が付いていなければいけないと思います

が，(そうでない場合は) 例えば保健所とか

病院にちょっと 1日 2日熱が下がるまで，親

が勤務中預かってもらえるような，そういう

ものがあったらすごく助かるなと思うんで

す．」[岩男委員，第 1回会議，発言 No. 60]

｢実は私は東京家政大学の卒業生の調査を今

やっているんですけれども，子どもの病気が

きっかけで辞める人というのは結構多いんで

す．だから，病児保育は私は具体的にできる

ことで目玉の一つになると思っています．」

[樋口会長，第 3回会議，発言 No. 69]

3. 2 代理ケア提供対象者の非限定化

以上みたように，保育園や学童保育での代理ケ

アの充実は，委員自身の経験も踏まえつつ，主に

正社員的な働き方をする母親を想定して議論され

ていた．

しかし，会議が進むなかで，こういった限定的

な政策のあり方に疑義も唱えられた．そして，正

社員以外の母親も利用できる，対象者非限定的な

代理ケア提供も議論された．なお，この非限定的

なニーズの把握は，委員自身の経験に基づいて行

われたのではなく，いくつかの事柄への気づきに

よって可能となった．その気づきとは，従来から

の代理ケアを利用できないパートタイマーが多く

いることや，孤独な環境で育児をする専業主婦が

経験する大変さへの気づきであった．

他にも，議論のなかで，「子育ては親の就労に

関わらず地域全体で行うべき」という考え方が提

示されたことも，非限定的な政策の検討を可能に

した．

また，もともと対象者が非限定的な代理ケアの

場として，小学校が言及されている．

以下では，代理ケア提供の対象者が，どういう

議論によって非限定化されたのか，そして「そも

そも非限定的」な代理ケア提供がどのように論じ

られたのか，をみる．

保育園−対象者の非限定化

保育園での代理ケア提供の対象者を非限定化す

る具体的な発言としては，まず，保育園のあり方

が主に取り上げられた第 2回会議での，佐々木委

員の意見がある．委員の発言は，パートタイマー

として働く母親たちも多いという事実を根拠に，

保育園を非限定的な代理ケア提供の場に位置づけ

直そうとするものであった．

｢私は常々公立の保育園が月曜日から土曜日

までフルタイムで働いている人などを順序付

けて入園審査をしているシステムに疑問を

持っております．ある曜日だけ預けたいとか，

あるいは 1日の午前中だけ預かってくれれば

仕事ができるのにというようなタイプの働き

方の女性も多いだろうし．」[佐々木委員，第

2回会議，発言 No. 85]

他に，専業主婦による虐待の防止の必要性や，

育児そのものの負担の大きさに目を向けることも，

保育園での代理ケア提供を非限定化するニーズの

把握を可能にした．例えば次のような発言がある．

｢あるいは本当に虐待をしそうになってしま

う専業主婦を少しの時間解放することも大切

だと思っています．」[佐々木委員，第 2回会

議，発言 No. 85]

｢専業主婦として何人も子どもを生んで育て

ることは職業の 1個や 2個持つより大変なの

かもしれないんです．ですから，専業主婦の

方も別に保育に欠けている子どもじゃないん

だけれども，やはり上の子は保育園に一時預

けられたら，どんなにか楽だったかと思いま
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すので，そういうふうな法改正が本当はでき

ることが好ましいと思います．」[猪口委員，

第 6回会議，発言 No. 37]

学童保育−対象者の非限定化

学童保育での代理ケア提供は，子育てを地域で

支えようという考え方に基づき，非限定化が議論

された．この考え方は「地域こぞって子育てを」

として，提言の 5つ目に盛り込まれている33)．地

域の子育て力の重視は，樋口会長の次の発言にみ

られる．

｢本当に地域全体で母親の就労の有無にかか

わらず子どもをしっかり育てていこうという

時代になっていることを，焦点がぼけない程

度に何かデクレアするような方法を考えてい

きたいと思います．」[樋口会長，第 6回会議，

発言 No. 38]

この考え方を踏まえた以下の発言は，学童保育

での代理ケア提供の対象者を，非限定化するもの

である．

｢(学童クラブ=学童保育が) 保育所並みの時

間で，そして言ってみれば学童クラブが地域

の老若男女の子育て支援センター，一緒に育

ち合う場所として子どもの居場所を確保して

いただきたい．」[樋口会長，第 7回会議，発

言 No. 88]

小学校−当初から対象者が非限定

小学校は保育園や学童保育とは違い，親の就労

形態に関わらず全ての子どもが通う場所である．

そのため，次の発言にみられるように，小学校に

よる非限定的な代理ケア提供が期待された．

｢少なくとも来年の 4 月からは小学校に上

がったすべての子どもは学校の中で安心して，

少なくとも 5時まで，できれば 6時ぐらいま

で場所があるということを実現したいですね．

(中略) すべての人の子どもは学校に行って

いるわけですから，最大多数の人々がその変

化を実感できるんだと思います．」[猪口委員，

第 2回会議，発言 No. 98]

3. 3 本人ケア支援

次に，母親本人によるケアを支援する政策が，

どのように議論されたかを見る．まずは，子の看

護や学校行事のための休暇を設けるべきことが議

論された．

子の看護や学校行事のための休暇

子の看護や学校行事のための休暇を敢えて要求

する必要があるのは，子どものために休んだり，

仕事の量を減らしたりすることが難しい正社員で

ある．というのも，有子女性の多くが従事する

パートタイマーという働き方は，子の看護や学校

行事に対応する余地を確保するために選ばれた

(選ばざるをえなかった) ものであるため34)，

パートタイマーが子の看護や学校行事のための休

暇を敢えて要求する必要性は，正社員に比べて低

いからである．

このような休暇のニーズは，委員自身の両立経

験を通じて把握されていた．

｢私は経験的にも子どもが病気をしたらまず

第一は親が看ると思うのです．ですから，や

はり親が病児休暇というのを企業に請求しや

すい制度をつくっていただきたい．」[田尻委

員，第 4回会議，発言 No. 74]

｢子どもが 6歳になったら，12歳になったら

もう問題はないというのではなくて，子ども

にとってのライフステージの節目節目に親が

つき合ってあげられるような短縮制度，時間

短縮でも有給プラス有給が何日か増えるとか，

そういうものがあればいいと思いました．」

[佐々木委員，第 3回会議，発言 No. 79]

3. 4 本人ケア支援対象者の非限定化

育児休業−対象者の非限定化

さきに代理ケア提供の対象者が非限定化される

プロセスをみたが，本人ケア支援についても，対

象者を非限定化する議論が行われた．この非限定

化は，育児休業を取れずに就労継続を諦めるパー
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トタイマーに注目することで可能となった．

実際，当時の有子女性の多くが，育児休業制度

の対象外にいた．2000〜04年に第一子を出産し

た妻のうち，育児休業を利用して就業を継続した

者の割合は，14.8%にすぎない35)．育児休業が対

象者限定的な制度であることは，正社員とパート

タイマーとの間の育児休業の利用格差に注目す

れば一層明らかになる．両立専門調査会が活動

していた時期を含む 2000〜04年では，第一子出

生後も就業継続した妻のうち，育児休業を利用し

た者の割合が，正社員では 37.5% であるのに対

し，パートや派遣で働く者は 2.2% にすぎない．

2010〜14年になると改善はみられるが，正社員

の育児休業取得率の約 59.0% に対し，パートや

派遣の取得率は 10.6% であり，その差はなお大

きい36)．

こういった格差について，田尻委員は次のよう

に指摘した．

｢会社の中にもまさしくそういうような形態

で多くの女性の方が契約社員，パート社員に

なっておられて，そういう方が育児休業法が

適用にならないということになりますと大変

問題だと思うんです．」[田尻委員，第 3回会

議，発言 No48]

｢(多くのパートタイマーが産休・育休が取れ

ず退職することについて) 回りを見ていても

本当にパートの方たちが子どもを産むという

ことは，自分が職を捨てるということと子ど

もとの選択なわけです．そういう選択を社会

がさせるというのは間違いだと思います．」

[田尻委員，第 3回会議，発言 No, 48]

樋口会長も，雇用形態が変化しつつある事態を

踏まえ，次のように発言した．

｢だから育児休業，産休はあらゆる働き方の

人をカバーしてほしいわけです．」[樋口会長，

第 7回会議，発言 No. 85]

このように，育児休業の対象者をパートタイ

マーに拡大すべきことは，働く有子女性の多くを

占めるパートタイマーが育児休業を利用できない

ことへの気づきを踏まえて，把握可能となった．

3. 5 その他の両立支援

ケアにかかわる政策以外に議論されたこととし

て，税制に関するものがある．具体的には，保育

関連費用の所得控除の導入と，配偶者控除廃止に

ついて議論が行われた．

保育関連費用の所得控除は，控除が適用される

ほど高い所得を得ている母親にのみメリットがあ

る制度であり，対象者は限定的である．以下に引

用するように，この政策は具体的な事例を用いな

がらその必要性が訴えられたが，既存制度との整

合性や他の母親との公平性が確保できないことか

ら，実現困難と結論づけられた．

｢日曜日に出勤しなければならないときにど

うしても民間のベビーシッターサービスを頼

んだりするでしょう．時給何千円とものすご

い高いわけです．そういうのはやはりちゃん

と控除できないと．」[猪口委員，第 4回会議，

発言 No. 156]

｢京都の母親を呼んで 1泊という，こういう

のがみんな実はどんどん個人負担になって

いって，(中略) 10万円超えたらタクシー代

まで控除の対象になるみたいにしたいぐらい

なわけですよね．」[佐々木委員，第 4回会議，

発言 No. 191]

次に，配偶者控除廃止の議論をみてみよう．こ

の議論は，女性の社会進出を進める必要性に基づ

いて，可能となった．例えば，以下の発言がある．

｢(配偶者控除は) 特に女性の方の働き方みた

いなものを補助的なものにすると自分で抑制

してしまうところがあるので，基本的には廃

止して予算を保育とか子育ての方に当ててい

く．」[田尻委員，第 5回会議，発言 No. 40]
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4 考 察

4. 1 分析のまとめ

以上の分析結果をふまえ，どのような対象者を

想定し，どのように政策の内容やニーズが把握さ

れたのかを，支援策の分類ごとに整理する．

(1) 限定的代理ケア提供

議論されたのは，保育園・学童保育・病児保

育の充実である．これは，正社員として働い

ており，勤務時間が長く，残業も発生しがち

で，簡単には仕事を休めない母親を対象者に

想定し，そのニーズは，両立の当事者である

委員たちの経験を踏まえながら把握された．

(2) 非限定的代理ケア提供

パートタイマーや孤立した専業主婦を対象に，

保育園での代理ケア提供を解放することが検

討された．このニーズは，パートタイマーや

専業主婦への配慮を踏まえて把握された．ま

た，学童保育や小学校で，母親の就労状況を

問わず，地域の子どもたちを預かることも議

論された．この際には，「地域の子育て力」

を重視する価値観が政策ニーズの根拠として

提示された．

(3) 限定的本人ケア支援

議論されたのは，子の看護や学校行事のため

の休暇である．これらは，子どものために休

んだり，仕事の量を減らしたりすることが難

しい正社員の母親を政策対象者として想定し，

そのニーズは，主に，両立の当事者である委

員たちの経験を踏まえ把握された．

(4) 非限定的本人ケア支援

論じられたのは，パートタイマーへの育児休

業適用の拡大である．このニーズは，育児休

業を取得できず退職するパートタイマーへの

配慮を踏まえて把握された．

(5) その他の両立支援

議論されたのは，育児費用の所得控除導入と，

配偶者控除の廃止である．前者は，控除しう

るほどの高い所得を稼ぎ出している母親を対

象とし，そのニーズは，委員自身が語る具体

的な事例に基づき把握された．後者は配偶者

控除が適用される所得にとどまる範囲内で働

く母親を対象とし，その政策ニーズは女性の

社会進出という社会的要請をもとに把握され

た．

以上からわかるように，対象者限定的な政策に

関する議論では，主に正社員の働き方が想定され

ていた37)．そして，このニーズの把握には，主に

両立経験を有する委員の経験に基づく発言が貢献

していた．

同時に，パートタイマーや専業主婦を包摂する

非限定的な政策についても検討された．このニー

ズの把握は，パートタイマーが支援を受けにくい

という事実や，専業主婦として一人きりで子育て

を担う大変さに注目することで可能となった．ま

た，「子どもは地域で育てるべき」といった価値

観も，非限定的な支援策のニーズの把握を可能に

した．

他には，女性の社会進出を推進する価値観を踏

まえることで，女性を就労に消極的にさせる配偶

者控除を見直す必要性が把握された．

このように，両立専門調査会の委員たちは，自

らの両立経験を活かすだけでなく，特定の事実や

価値観に注目することで，様々なタイプの有子女

性を対象とする政策を議論することに成功した．

4. 2 働き方の葛藤への考慮の欠如

では，以上の政策形成過程において，働き方の

葛藤への考慮は可能であっただろうか．結論から

いうと，本稿で取り上げた事例では，働き方の葛

藤は考慮されるに至らなかったと考えられる．

その理由は，本事例では，格差への注目の対象

が雇用上の処遇格差の一部に留まり，広範な格差

の検討にまで及ばなかったことにある．

両立専門調査会の議論は，正社員のみならず，

パートタイマー等の非正社員や専業主婦といった

多様な有子女性に目を向けていた．この点は，働

き方の葛藤を捉えるのに適していた．繰り返し述

べるように，働き方の葛藤はあらゆる働き方 (働

かないことを含め) に関わってくるからである．

しかし，働き方の葛藤は，働く人としての格差
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(所得・雇用上の身分の格差) とともに，ケアの

担い手としての格差も含む広範な格差を特定しな

ければ，全容を把握できない．だが，注目された

格差は，パートタイマーが育児休業を取得できな

いといった，雇用上の格差の一部にとどまった．

本事例での議論は，多様な母親を視野に入れはし

たが，広範な格差を把握するには至らなかった．

では，なぜ広範な格差への注目が行われにく

かったのか．大きな理由の一つは，ケアの格差の

把握が困難であることにある．

まず，提供できるケアの格差を測ることが難し

い．施設や食事といったハード面でケアを比較す

ることは可能でも，優しさや思いやり，気遣いの

ような客観化できないソフトなケアについて，格

差を測ることは難しい．

次に，ハード面・ソフト面のケアの格差が明ら

かになっても，是正されるべき格差の程度を判断

することが難しい．なぜなら，必要だと考えられ

るケアの内容や程度は人それぞれで異なるため，

どのようなケアが妥当かについて，人々が合意す

るのが難しいからである．人によってあるべきケ

アが異なる理由は，ケアが抽象的基準に基づいて

行われるのではなく，「他者のニーズにどのよう

に応答するべきか」という問いを重視して行われ

る「文脈=情況を踏まえた物語的な思考様式」38)

を要する行為であり，あらかじめどういった行為

がケアに該当するかを特定しておくことができな

い39)ことに起因する．本稿で分析した会議でも，

子どもが病気になった際のケアとして，病児保育

の充実を求める意見もあれば (3. 1 病児保育)，

親の付き添いを重視する意見 (3. 3 子の看護や学

校行事のための休暇) もあった．

更に，是正すべき格差の合意が得られても，そ

の是正を訴える手段が存在しない．この背景には，

そもそも家庭内での子どものケアが，国家や市民

社会といった「公的領域」とは別の「私的領域」

に属するものとみなされてきた40)ことを指摘でき

る．「私的領域」に属するとみなされることで，

ケアのあるべき水準が公的議論の俎上に乗ること

は，困難となる．そしてそれゆえに，私的なケア

を行う人にとっては，働く人が形成するような，

自分たちのニーズを整理し訴える集団を持つこと

は，難しくなる．

他方で，働くうえでの格差やその是正のニーズ

は比較的把握しやすい．本稿で取り上げた事例で

も，パートタイマーが育児休業を取得できない事

が問題視されていた．働き方の格差の把握は，こ

のような働き方ごとに利用できる支援策のほか，

生涯賃金や社会保障，スキルアップの機会等を比

較することで可能となる．

更に，働く女性が増加し，政策過程に参加した

り注目されたりすることで，是正すべき格差の緩

和は一層進むこととなる．実際，本稿が注目した

両立専門調査会の取り組みなどもあり，働き方の

格差の把握と是正は進みつつある．例えば，同調

査会でも取得格差が問題視された育児休業は，

2004年 12月の「育児休業，介護休業等育児又は

家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」の改

正により，一部の期間雇用者にも取得可能となっ

た．このような法の整備に加え，司法判断も格差

の緩和を促している．2014 年 10 月 23 日，最高

裁判所第一小法廷は，育休復帰後の理学療法士の

降格処遇について，婚姻，妊娠，出産等を理由と

する不利益取扱いを禁止する「雇用の分野におけ

る男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法

律」9条 3項に基づく判断を示した41)．この判決

は，意に沿わないマミー・トラックを抑止する契

機となる．更に，女性を多く含む非正規労働者の

労働組合への統合が，彼らの処遇格差改善を促し

た事例も報告されている42)．こういった法制度の

整備と個別の労使交渉の蓄積は，働き方の格差の

把握と是正を進めるものと期待できる．

4. 3 働き方の葛藤の緩和にむけて

本稿の事例では，ケアの格差を把握することが

困難なこともあり，働き方の葛藤は十分には考慮

されなかった．ならば，ケアの格差の把握に頼ら

ずに，働き方の葛藤を緩和するアプローチは無い

だろうか．この問いへの答えとして，ケア役割を

果たすことそのものを重視するアイデアに着目し

たい．そのねらいは，ケアのしやすさへの注目か

ら「ケアの提供されやすさ」に目を向け，提供さ

れうるケアの格差を間接的に考慮することにある．

ところで，本稿で分析した両立専門調査会の議
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論にも指摘できることであるが，ケアに関する政

策の議論は，政策対象者に女性を想定しがちであ

る．その理由は，育児休業取得者に占める女性の

多さが示すように，主に女性がケアを担ってきた

ことにある．このように政策議論が暗黙のうちに

対象者を女性に想定することについては，一つの

矛盾を指摘することができる．それは，女性のケ

ア負担を緩和するための政策議論が，却ってケア

の当事者を女性に限定してしまう，という矛盾で

ある．次に述べるアイデアは，ケアする人が置か

れる格差の緩和に資するとともに，こういった矛

盾を克服するものでもある．

こういったアイデアとして，例えば，「普遍的

ケア提供者モデル」という政策レジームがある．

これは，フレイザー43)やセインズベリ44)らの議論

をもとに田村哲樹45)が整理した 4つの政策レジー

ムの一つである．このレジームを採用する政策は，

女性のケアワークを男性の働き方と区別して評価

するのではなく，男女両性にケアの役割が平等に

配分されることを前提とすることとなる．例えば，

男性の育児休業取得を推進する政策は，こういっ

たレジームとの親和性が高い．また，両立専門調

査会の会長を務めた樋口恵子が唱えているものと

して，大介護時代の政策指針としての「ワーク・

ライフ・ケ
・

ア
・

・バランス｣46) というアイデアがあ

る．

このようなケアの役割を重視するアイデアが，

政策形成過程におけるケアの格差への注目を可能

にすると考えられる．

介護離職の深刻化に直面するわが国では，有子

女性だけでなく，より多くの人が「働き方の葛

藤」に直面することとなる．就労支援政策の形成

過程において，政策対象者のケア役割を重視する

モデルを取り入れることは，今後一層必要となる．
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The Image of Mothers in the Policy Making Process

of Working-Childcare Balance

―― Analyzing the Proceedings of the Gender Equality Bureau Cabinet Officeʼs

Council for Working-Childcare Balance Policies――

Kanako ANDO

Graduate School of Human and Environmental Studies,

Kyoto University, Kyoto 606-8501 Japan

Summary Most working mothers face conflicts in their work-life, either as a worker with no childcare tasks

or as a worker with childcare tasks. Such conflicts definitely differ from what is usually referred to as the

dichotomous identity conflicts “as a worker or as a mother”. However, the Japanese governmentʼs white

books and policy for working mothers fail to grasp these distinctions in womenʼs work lives. This article

examines the roots of why the present policy making process cannot truly grasp the Work-Life Conflicts. The

author analyzed the proceedings of the Professional Council of Gender Equality Bureau of Japan Cabinet

Office (2001) investigating the policy to support mothers managing both work and children, as the initial

project of Japanese National Machinery for womenʼs policy. Based on the analysis, the paper examines

whether the image sought by the policy making process can truly reflect the conflicts in modern Japanese

womenʼs Work Life Balance.
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